
平成 13年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 12年 11月 24日

上   場   会   社   名       三井不動産株式会社 上場取引所 東 大 札

コード番号       8801 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 広　報　部　長 東京都

              氏　　        名 登　張　信　實　 TEL (03) 3246 - 3155
中間決算取締役会開催日　　平成 12年 11月 24日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　      平成 12年 12月 12日

１. 12年 9月中間期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 12年 9月 30日）
(1)経営成績 (注)百万円単位の記載金額は、百万円未満切捨てによる。（以下同じ）

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 9月中間期 263,263 0.5 32,519 51.6 22,753 86.0
11年 9月中間期 262,023 24.6 21,446 22.5 12,230 174.3
12年 3月期 622,751 48,556 30,196

中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間

( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 21,276 221.8 26.18
11年 9月中間期 6,612 49.0 8.14
12年 3月期 △ 63,153 △ 77.72
(注) ①期中平均株式数    12年 9月中間期 812,560,001 株   11年 9月中間期 812,560,001 株   12年 3月期 812,560,001 株

      ②会計処理の方法の変更　　 無

      ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

12年 9月中間期 2.50 －
11年 9月中間期 2.50 －
12年 3月期 － 5.00

(3)財政状態
総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 2,029,115 435,151 21.4 535.53
11年 9月中間期 2,099,612 477,481 22.7 587.63
12年 3月期 2,063,012 405,685 19.7 499.27
(注)期末発行済株式数    12年 9月中間期 812,560,001 株   11年 9月中間期 812,560,001 株   12年 3月期 812,560,001 株

２. 13年 3月期の業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　 売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益 １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 590,000 47,000 18,500 2.50 5.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   22 円 77 銭 
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中間比較貸借対照表（資産の部）

当中間期 前期 増減 前年中間期
摘　　　　要 (平成 １２.９.３０現在) (平成 １２.３.３１現在) (平成 １１.９.３０現在)

金額 構成比 金額 構成比 金額 前期比 金額 構成比

( 資  産  の  部 ) 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

流  動  資  産  539,311 26.6  662,293 32.1  △ 122,982  △ 18.6  735,815 35.0

現 金 ・ 預 金  35,119  35,850  △ 731  35,056

売 掛 金  11,301  23,960  △ 12,659  5,865

有 価 証 券  100  93,416  △ 93,316  93,381

販 売 用 不 動 産  124,444 6.1  163,358 7.9  △ 38,914  △ 23.8  240,777 11.5

仕 掛 不 動 産 勘 定  167,454 8.3  140,965 6.8  26,489  18.8  177,825 8.5

開 発 用 土 地  74,386 3.7  80,219 3.9  △ 5,833  △ 7.3  86,344 4.1

未 成 工 事 支 出 金  1,083  2,217  △ 1,133  1,933

前 渡 金  29,452  26,468  2,983  46,781

前 払 費 用  3,435  3,044  391  3,718

短 期 貸 付 金  429  2,557  △ 2,128  3,890

未 収 金  4,823  11,904  △ 7,081  7,321

自 己 株 式  4  6  △ 1  3

繰 延 税 金 資 産  59,124  59,124  －  9,409

そ の 他 の 流 動 資 産  28,488  19,333  9,155  23,516

貸 倒 引 当 金  △ 338  △ 135  △ 203  △ 9

  

固  定  資  産  1,489,803 73.4  1,400,719 67.9  89,084  6.4  1,363,796 65.0

  

有 形 固 定 資 産  858,738 42.3  852,257 41.3  6,480  0.8  837,457 39.9

建 物  323,337 15.9  323,322 15.7  14  0.0  326,371 15.5

構 築 物  7,429  7,213  215  7,637

機 械 装 置  2,360  2,393  △ 33  2,558

車 両 ・ 運 搬 具  75  79  △ 3  66

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品  4,164  4,163  0  4,062

土 地  484,665 23.9  480,580 23.3  4,085  0.9  474,802 22.6

建 設 仮 勘 定  36,706  34,504  2,201  21,957

   

無 形 固 定 資 産  20,265 1.0  20,181 1.0  83  0.4  20,172 1.0

借 地 権  18,788  18,788  －  18,785

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産  1,477  1,393  83  1,386

   

投 資 そ の 他 の 資 産  610,799 30.1  528,279 25.6  82,520  15.6  506,166 24.1

投 資 有 価 証 券  128,434  36,577  91,857  37,266

関 係 会 社 株 式 ･ 出 資 金  162,236  177,041  △ 14,805  142,664

出 資 金  37,793  28,642  9,151  35,394

長 期 貸 付 金  14,743  15,542  △ 799  13,616

差 入 敷 金 ・ 保 証 金  234,652 11.6  245,205 11.9  △ 10,553  △ 4.3  252,014 12.0

そ の 他 の 投 資 等  42,516  26,219  16,297  26,102

貸 倒 引 当 金  △ 9,577  △ 949  △ 8,628  △ 892

資　産　合　計 2,029,115 100.0 2,063,012 100.0  △ 33,897  △ 1.6 2,099,612 100.0
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中間比較貸借対照表（負債・資本の部）

当中間期 前期 増減 前年中間期

摘　　　　要 (平成 １２.９.３０現在) (平成 １２.３.３１現在) (平成 １１.９.３０現在)

金額 構成比 金額 構成比   金額 前期比 金額 構成比

( 負  債  の  部 ) 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

流  動  負  債 304,406 15.0 370,636 18.0  △ 66,229  △ 17.9 395,227 18.8

買 掛 金 29,540 65,351  △ 35,811 31,996

短 期 借 入 金 158,003 7.8 150,204 7.3  7,799  5.2 237,504 11.3

コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー － －  － 25,000

未 払 金 14,713 15,788  △ 1,075 11,178

未 払 法 人 税 等 15,152 －  15,152 4,670

未 払 費 用 7,526 8,025  △ 499 8,269

前 受 金 48,713 49,091  △ 377 40,708

未 成 工 事 受 入 金 597 1,832  △ 1,235 1,065

預 り 金 17,453 22,102  △ 4,648 18,951

債 務 保 証 損 失 引 当 金 － 46,000  △ 46,000 －

そ の 他 の 流 動 負 債 12,705 12,238  467 15,884

固  定  負  債 1,289,556 63.6 1,286,691 62.3  2,865  0.2 1,226,903 58.5

社 債 286,242 14.1 271,242 13.1  15,000  5.5 251,242 12.0

長 期 借 入 金 571,094 28.1 576,446 27.9  △ 5,352  △ 0.9 530,298 25.3

預 り 敷 金 ・ 保 証 金 330,647 16.3 347,652 16.9  △ 17,005  △ 4.9 354,497 16.9

繰 延 税 金 負 債 29,138 21,730  7,408  18,066

退 職 給 与 引 当 金 － 6,486  △ 6,486  6,073

退 職 給 付 引 当 金 7,046 －  7,046 －

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 1,326 1,204  121 1,069

そ の 他 の 固 定 負 債 64,062 61,929  2,132 65,656

 

負　債　計 1,593,963 78.6 1,657,327 80.3  △ 63,364  △ 3.8 1,622,130 77.3

( 資  本  の  部 )  

資    本    金 134,433 6.6 134,433 6.5  －  － 134,433 6.4

 

資　本　準　備　金 204,693 10.1 204,693 9.9  － － 204,693 9.7

利　益　準　備　金 13,185 0.6 12,975 0.7  210 1.6 12,772 0.6

 

そ の 他 の 剰 余 金 72,618 3.6 53,583 2.6  19,034  35.5 125,583 6.0

代 替 資 産 積 立 金 47,170 47,851  △ 680 47,851

別 途 積 立 金 1,790 68,790  △ 67,000 68,790

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益 23,656 △ 63,058  86,715 8,941

（うち中間(当期)純利益） ( 21,276 ) ( △ 63,153 ) (  84,429 ) ( 6,612 )

 

そ の 他 有 価 証 券 評価差額金 10,221 0.5 － －  10,221 － － －

 

資　本　計 435,151 21.4 405,685 19.7  29,466  7.3 477,481 22.7

負 債 ・ 資 本 合 計 2,029,115 100.0 2,063,012 100.0  △ 33,897  △ 1.6 2,099,612 100.0
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中間比較損益計算書

当　中  間　期 前 年 中 間 期 増　　　減 前     期
摘　　　　　　　　　要 (平成12.4.1～12.9.30) (平成11.4.1～11.9.30) (平成11.4.1～12.3.31)

金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額
前  年
同期比

金　　額 百分比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

営  営　 業 　収 　益 263,263 100.0 262,023 100.0 1,239   0.5 622,751 100.0

賃 貸 事 業 収 益 123,525  46.9 124,258  47.4 △ 733 △0.6 248,716  39.9
分 譲 事 業 収 益 115,393  43.8 120,278  45.9 △ 4,884 △4.1 335,490  53.9

経業 そ の 他 の 事 業 収 益 24,343   9.3 17,486   6.7 6,857  39.2 38,544   6.2

 営　 業 　原　価 214,407 224,217 △ 9,809 533,042

賃 貸 事 業 費 用 97,419 100,578 △ 3,159 200,643
損 分 譲 事 業 原 価 95,590 107,295 △ 11,704 299,934

常 そ の 他 の 事 業 原 価 21,397 16,343 5,053 32,464

益 販 売 費 ･ 一 般 管 理 費 16,336 16,359 △ 23 41,152

営 業 利 益 32,519 ※12.4 21,446 ※ 8.2 11,072 51.6 48,556 ※ 7.8

 営  業  外  収  益 2,823 2,921 △ 97 5,572

損営 受 取 利 息 553 379 173 721
受 取 配 当 金 1,915 1,911 3 3,178

業 そ の 他 の 営 業 外 収 益 354 629 △ 275 1,672

外  営　業　外　費　用 12,589 12,137 452 23,933
益 支 払 利 息 10,021 10,704 △ 683 20,833

損 そ の 他 の 営 業 外 費 用 2,568 1,432 1,135 3,100

益 （ 差 引 営 業 外 損 益 ) (△ 9,766 ) (△ 9,216 ) (△ 549 ) (△ 18,360 )

経 常 利 益 22,753 ※ 8.6 12,230 ※ 4.7 10,523 86.0 30,196 ※ 4.8

 特  別  利  益 62,696 － 62,696 3,841

関 係 会 社 株 式 売 却 益 46,000 － 46,000 －
特 投 資 有 価 証 券 売 却 益 12,064 － 12,064 －

退 職 給 付 信 託 設 定 益 4,073 － 4,073 －
固 定 資 産 売 却 益 558 － 558 3,841

別  特  別  損  失 49,021 948 48,073 143,201
役員退職慰労引当金繰入額 － 948 △948 948
投 資 有 価 証 券 評 価 損 22,817 － 22,817 －
関係会社株式・出資金評価損 14,634 － 14,634 －

損 子 会 社 整 理 損 7,403 － 7,403 －

退職給付会計基準 変
更 時 差 異 償 却

4,167 － 4,167 －

販 売 用 不 動 産 等 評 価 損 － － － 91,154
債務保証損失引当金繰入額 － － － 46,000

益 固 定 資 産 除 却 損 － － － 4,183
適格退職年金過去勤務費用 － － － 915

（ 差 引 特 別 損 益 ） ( 13,674 ) (△ 948 ) ( 14,622 ) (△ 139,360 )

　  税 引 前 中間（当期）純利益 36,428 ※13.8 11,282 ※ 4.3 25,146 222.9 △ 109,164 ※△17.5

    法人税、 住民税 及び 事業税 15,152 4,670 10,482 40

    法  人  税  等   調  整  額 － － － △ 46,051

　　中  間 （当  期） 純 利  益 21,276 ※ 8.1 6,612 ※ 2.5 14,664 221.8 △ 63,153 ※△10.1

　　前    期    繰   越  利  益 2,380 2,328 51 2,328

　　中    間     配    当    額 － － － 2,031

　　利 益  準 備 金  積  立  額 － － － 203

　　中 間（当期）未 処 分 利 益 23,656 8,941 14,715 △ 63,058

（注）百分比欄の※印は、売上高利益率を示す。
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［中間財務諸表作成の基本となる重要な事項］ 

１．資産の評価基準及び評価方法 

 

（１）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法 

② その他有価証券 時価のあるもの 

  

[株式] 中間期末前１カ月の市場価格の平均に基づく時価法 

[債券] 中間期末日の市場価格に基づく時価法 

評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定。 

 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

（２）たな卸資産 

 

 

 

 

 

個別法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

① 建物（建物附属設備を除く。）のうち、オフィス用建物、スキードーム･ザウスおよび平成 10 年 4

月 1 日以降取得の商業用、住宅用およびその他の建物は、定額法を採用している。 

なお、事業用定期借地権を設定し賃借した土地にある建物については、残存価額を０円として使用

期限を耐用年数とした定額法を採用している。 

② その他の有形固定資産は、定率法を採用している。 

③ 無形固定資産は定額法を採用している。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用している。 

３．引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

② 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認めら

れる額を計上している。 

なお、会計基準変更時差異については当中間会計期間に一括償却しており、

特別損失に 4,167 百万円を計上している。 

③ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金支給に備えるため、内規に基づく中間期末退職慰労金要支

給額を計上している。 

４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

５．ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用している。なお、金利スワップについては特例処理の要件を満たしてい

る場合には特例処理を採用している。 

 

 

販 売 用 不 動 産 

仕掛不動産勘定 

開 発 用 土 地 

未成工事支出金 
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② へッジ手段とヘッジ対象 

＜ヘッジ手段＞    ＜ヘッジ対象＞ 

金利スワップ      借入金及び社債 

③ ヘッジ方針 

金利変動による借入金及び社債の時価変動リスク及びキャッシュ･フロー変動リスクをヘッジす

る目的で金利スワップを行っている。 

６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理   

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用している。 

 

 

 

［追加情報］ 

（退職給付会計） 

当中間会計期間から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成 10 年 6 月 16 日））を適用している。この結果、従来の方法によった場合と比較して、

退職給付費用が4,256 百万円増加し、経常利益は88 百万円減少し、税引前中間純利益は4,256 百万円減

少している。 

（金融商品会計） 

当中間会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成 11 年 1 月 22 日））を適用し、有価証券の評価方法、差入保証金及び預り保証金の会

計処理方法について変更している。この変更による損益への影響は軽微である。 

また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、売買目的有価証券、満期保有目的の債券及

びその他有価証券に含まれている債券のうち１年内に満期の到来するものは流動資産の有価証券として、

それら以外は投資有価証券として表示している。期首時点で流動資産の有価証券から投資有価証券に振

り替えた金額は 93,316 百万円である。 

（外貨建取引等会計処理基準） 

当中間期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見

書」（企業会計審議会 平成 11 年 10 月 22 日））を適用している。この変更による損益への影響は軽微で

ある。 

 

 



 －単 32－

 

［中間貸借対照表又は中間損益計算書に関する注記事項］ 

（単位：百万円） 

  
当中間会計期間 

(平成12.4.1～12.9.30) 

前中間会計期間 

(平成11.4.1～11.9.30) 

前事業年度 

(平成11.4.1～12.3.31) 

１．有形固定資産の減価償却累計額 302,175 284,939 290,538 

２．国庫等補助金受入による圧縮記帳累計額 605 605 605 

３．重要な外貨建資産･負債   

科 目 関係会社株式・出資金 関係会社株式・出資金 

外 貨 額 422,000 千米ドルほか 722,000 千米ドルほか 

 

貸 借 対 照 表 計 上 額 
 

70,948 105,134 

４．偶発債務     

保証債務及び保証予約 273,266 352,175 279,189  

なお、ほかに住宅ローン保証

債務および保証予約がある。 
1,083 1,333 1,248 

５．担保に供している資産 現金･預金 161 160 160 

６．減価償却額  11,870 12,369 24,802 

７．法人税等の表示方法  当中間会計期間及び前中間会計期間については、税効果会計の適用にあたり「簡便

法」を採用しており、法人税等調整額は「法人税､住民税及び事業税」に含めて記載して

いる。 



 －単 33－

［リース取引関係］ 

当中間会計期間 
(平成 12.4.1～12.9.30) 

前中間会計期間 
(平成 11.4.1～11.9.30) 

前事業年度 
(平成 11.4.1～12.3.31) 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース取
引 ＜ 借 主 側 ＞ 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び中間期末残高相当額 

 取得価額 

 

相 当 額 

減価償却

累 計 額 

相 当 額 

中間期末 

残 高 

相 当 額 

 百万円 百万円 百万円 

建 物 1,186 170 1,016 

工具･器
具･備品 564 241 322 

そ の 他 161 58 102 

合 計 1,912 470 1,441 

(注) 取得価額相当額の算定は、未経過リー  
ス料中間期末残高が有形固定資産の中間
期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法によっている。 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース取
引 ＜ 借 主 側 ＞ 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び中間期末残高相当額 

 取得価額 

 

相 当 額 

減価償却

累 計 額 

相 当 額 

中間期末 

残 高 

相 当 額 

 百万円 百万円 百万円 

建 物 795 90 704 

工具･器
具･備品 671 314 357 

そ の 他 150 35 114 

合 計 1,617 440 1,176 

(注) 

同  左 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース取
引 ＜ 借 主 側 ＞ 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び期末残高相当額 

 取得価額 

 

相 当 額 

減価償却

累 計 額 

相 当 額 

期末残高 

 

相 当 額 

 百万円 百万円 百万円 

建 物 795 127 667 

工具･器
具･備品 756 350 405 

そ の 他 150 48 101 

合 計 1,702 526 1,175 

(注) 取得価額相当額の算定は、未経過リー
ス料期末残高が有形固定資産の期末残高
等に占める割合が低いため、支払利子込

み法によっている。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内  247 百万円 

１年超  1,193 百万円 

合 計  1,441 百万円 

(注) 未経過リース料中間期末残高相当額の

算定は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める割
合が低いため、支払利子込み法によって

いる。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内  216 百万円 

１年超  960 百万円 

合 計  1,176 百万円 

(注) 

同  左 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内  232 百万円 

１年超  942 百万円 

合 計  1,175 百万円 

(注) 未経過リース料期末残高相当額の算定

は、未経過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法によっている。 

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

支 払 リ ー ス 料 124 百万円 

減価償却費相当額 124 百万円  

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

支 払 リ ー ス 料 130 百万円 

減価償却費相当額 130 百万円  

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

支 払 リ ー ス 料 271 百万円 

減価償却費相当額 271 百万円  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額
を零とする定額法によっている。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

２．オペレーティング・リース取引 
＜ 借 主 側 ＞ 

未経過リース料 

1 年 内 6,711 百万円 

1 年 超 35,880 百万円 

合 計 42,592 百万円  

２．オペレーティング・リース取引 
＜ 借 主 側 ＞ 

未経過リース料 

1 年 内 6,533 百万円 

1 年 超 38,587 百万円 

合 計 45,121 百万円  

２．オペレーティング・リース取引 
＜ 借 主 側 ＞ 

未経過リース料 

1 年 内 6,589 百万円 

1 年 超 37,811 百万円 

合 計 44,401 百万円  
 ＜ 貸 主 側 ＞ 

未経過リース料 

1 年 内 11,132 百万円 

1 年 超 32,237 百万円 

合 計 43,369 百万円  

 ＜ 貸 主 側 ＞ 
未経過リース料 

1 年 内 10,471 百万円 

1 年 超 32,678 百万円 

合 計 43,150 百万円  

 ＜ 貸 主 側 ＞ 
未経過リース料 

1 年 内 10,929 百万円 

1 年 超 34,431 百万円 

合 計 45,361 百万円  
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［有価証券の時価等関係］ 

※ 当中間連結会計期間に係る「有価証券」（子会社及び関連会社株式で時価のあるものを除く。）及び前

連結会計年度に係る「有価証券の時価等」については、中間連結財務諸表における注記事項として記載

している。 

（前中間会計期間）(平成 11 年 9 月 30 日現在) 

  有 価 証 券 の 時 価 等 （単位：百万円） 

種 類 中間貸借対照表計上額 時 価 評 価 損 益 

(1)流動資産に属するもの    

 株 式 93,283 112,391 19,107 

 債 券 100 101 1 

 そ の 他 1 0 △      0 

 小 計 93,384 112,492 19,108 

(2)固定資産に属するもの    

 株 式 34,585 253,111 218,526 

 小 計 34,585 253,111 218,526 

 合 計 127,970 365,604 237,634 

 

（注）１．時価等の算定方法 

① 上 場 有 価 証 券 … 主として、東京証券取引所の最終価格による。 

② 店 頭 売 買 有 価 証 券 … 日本証券業協会が公表する売買価格等による。 

③ 非上場の証券投資信託受益証券 … 基準価格による。 

 

２．株式には、自己株式を含めて表示している。なお、評価損益は次のとおりである。 

流動資産に属するもの     △ 0 百万円 

 

３．開示の対象から除いた有価証券の中間貸借対照表計上額 

固定資産に属するもの 
非上場株式 

（店頭売買株式を除く） 
145,108 百万円 

 

 

（当中間会計期間）(平成 12 年 9 月 30 日現在) 

有 価 証 券 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの （単位：百万円） 

種  類 中間貸借対照表計上額 時 価 差 額 

固定資産に属するもの    

 子 会 社 株 式 23,893 48,687 24,793 

 関 連 会 社 株 式 1,845 141,208 139,363 



 35  －単   － 

［デリバティブ取引関係］ 

※ 当中間連結会計期間及び前連結会計年度に係る「デリバティブ取引」については、中間連結財務諸表

における注記事項として記載している。 

１．取引の状況に関する事項 

前中間会計期間（平成 11 年 4 月 1 日～平成 11 年 9 月 30 日） 

 当社は必要な資金について金融機関からの借入、社債の発行等の手段で調達しているが、こ

れらの有利子負債の固定変動比率を金利観に応じて機動的に変更できるよう金利スワップ取引

を導入している。金利スワップを実行する際には現存する有利子負債を対象として取引を実行

し、有利子負債と関連付けをして管理を行っている。投機的な取引及び時価の変動率が大きい

特殊な取引は行っていない。 

 金利スワップ取引には、取引相手方に関わる信用リスクと、金利等の市場変動によって発生

する損失に関わる金利変動リスクなどが内在する。当社は信用リスクを極力回避するため、金

利スワップを契約する際には相手先の大手金融機関の財務状況等を精査した上で取引を実行し

ている。また、金利変動リスクに対しては、将来の金利変動が支払利息額に与える影響を算出

し管理している。 

 金利スワップ取引の実行及び管理を行う経理部では、社内規則に従い実行のうえ、取引数量

を常時把握し、適時担当役員への報告を行い、また決算期末時には経営会議への報告を行って

いる。 

 当中間会計期間末における金利スワップの契約残高は下記のとおりだが、その残高が信用リ

スクや市場リスク量を必ずしも示しているわけではない。 

２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

金利関連                               （単位：百万円） 

前中間会計期間（平成 11 年 9 月 30 日現在） 

 
区 

分 

種   類 
契 約 額 等 

うち１年超 
時  価 評 価 損 益 

金利スワップ取引     

（受取固定・支払変動） 152,100 139,100 19,490 19,490 

市場取

引以外

の取引 
（支払固定・受取変動） 141,500 95,500 △ 6,445 △ 6,445 

合    計 293,600 234,600 13,045 13,045 

（注）時価の算定方法 時価の算定は、主として、中間期末日現在の金利を基に将来予想さ

れるキャッシュ･フローを現在価値に割り引いて算出している。 

 

通貨関連                               （単位：百万円） 

前中間会計期間（平成 11 年 9 月 30 日現在） 

 
区 

分 

種   類 
契 約 額 等 

うち１年超 
時  価 評 価 損 益 

為替予約取引     市場取

引以外

の取引 （買建米ドル） 27,843 － 25,435 △ 2,408 

合    計 27,843 － 25,435 △ 2,408 

（注）１．時価の算定方法 先物相場を使用している。 

２．上記の為替予約取引の買建は、前下半期に行なった米国三井不動産グループ株式

会社（現：三井不動産アメリカ株式会社）の増資を引き受けることに備えたもの

である。 


